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令和 5年 5月 17日 
（一社）日本電設工業協会 事務局 

 
各位 
令和 5年 5月 17日、国土交通省 不動産・建設経済局 建設市場整備課 よりメールにて下

記の情報がありましたのでお知らせいたします。 
 
記 

 

 

印紙税過誤納確認通知書交付の見直しに係る周知依頼について 

 
 
（周知依頼文より抜粋） 
建設関連団体ご担当者様 
 
印紙税の還付や充当を受けようとする場合は、「印紙税過誤納確認申請（兼充当請求）書」と

過誤納となっている文書を所轄税務署長に提出し、印紙税の過誤納の事実の確認手続を経て、還
付（充当）を受けることとされており、税務署における過誤納の事実の確認手続を経たことを通
知するために、申請書（４枚複写のうち３枚目）に所要事項を記入した通知書を申請者に交付し
ています。 

 
国税庁においては、国税に関する手続や業務の在り方の抜本的な見直しを進めており、その一

環として、令和５年７月以降、上記の通知書の交付を行わないこととしました。 
 
なお、過誤納確認の事実については、申請者に交付される「国税還付金振込通知書」において

確認が可能です。過誤納確認の対象とならない場合は、「印紙税の過誤納の事実の確認をしない
ことの通知書」を交付しますので、申請に対してどのような措置があったかを把握することは可
能です。 

 
ご不明な点ございましたら、お近くの税務署までお問い合わせください。 

------------------------------------------------ 

国土交通省 不動産・建設経済局 建設市場整備課 

 

 

 

 

 

 
 



印紙税過誤納確認通知書交付の⾒直しについて

令 和 ５ 年 ５ ⽉
国 税 庁 消 費 税 室



○ 印紙税過誤納確認通知書交付の⾒直しについて
〇 印紙税の還付や充当を受けようとする場合は、過誤納確認申請（兼充当請求）書（以下「申

請書」といいます。）と過誤納となっている⽂書を所轄税務署⻑に提出し、印紙税の過誤納の事実
の確認手続を経て、還付（充当）を受けることとされており、税務署における過誤納の事実の確認
手続を経たことを通知するために、申請書（４枚複写のうち３枚目）に所要事項を記入した通知
書（以下「通知書」といいます。）を申請者に交付しています。

〇 国税庁においては、国税に関する手続や業務の在り⽅の抜本的な⾒直し（税務⾏政のDX）を
進めているところです。

〇 DXの取組を踏まえ国税に関する手続等の⾒直しの⼀環として、令和５年７⽉以降、通知書
の交付を⾏わないこととしました。

〇 過誤納確認の事実については、申請者に交付される「国税還付⾦振込通知書」において確認が
可能です。
また、過誤納確認の対象とならない場合は、「印紙税の過誤納の事実の確認をしないことの通知

書」を交付しますので、申請に対してどのような措置があったかを把握することは可能です。

〇 以上を踏まえ、通知書の交付の⾒直しについて、関係の皆様のご理解とご協⼒をお願い致します。



 

  国税庁 

 

 

 

⽇頃から税務⾏政に対して、ご理解とご協⼒をいただき、厚くお礼申し上げます。 
印紙税過誤納確認申請書（以下「申請書」といいます。）につきましては、申請者の皆様

の利便性向上と税務署の印紙税過誤納確認事務の効率化を図る観点から、可能な限り郵
送でのご提出をお願いします。 

なお、国税庁では、専担部署（業務センター）で複数の税務署の内部事務を集約する
「内部事務のセンター化」を進めています。そのため、内部事務のセンター化の対象となる税務
署に申請書を提出する際には、業務センター宛に郵送いただくようお願いします。 

また、「内部事務のセンター化」の対象となる税務署や、業務センターの所在地
（申請書の提出先）、印紙税過誤納確認申請で来署される場合の電話予約
の連絡先（税務署）は、右コードから検索可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 印紙税過誤納確認申請書の郵送提出に関するお願い

（令和５年６⽉） 

 

○ 確認する事項や不足書類がある場合には、税務署又は業務センターの担当

の職員から電話で連絡しますので、申請書には、日中に連絡可能な電話番号を

記載してください。 

○ 審査の結果、還付を行う場合には、「国税還付金振込通知書」を、還付の対

象とならない場合には、「印紙税の過誤納の事実の確認をしないことの通知書」

を郵送します。 

なお、還付を行う場合に交付していた「印紙税過誤納確認等通知書」につい

ては、令和５年７月以降、交付を行わないこととしています。 

○ 過誤納確認の対象となる文書の返却を希望される場合は、郵送により返却

します。返却を希望される場合は、申請書の「返却要」欄に、返却を希望され

ない場合は、「返却不要」欄に○をつけてください。 

○ 還付金の支払手続は、申請書のご提出から、おおむね３か月かかります。 

○ 印紙税過誤納確認申請で来署される場合は、手続等に十分な面接時間を設

ける必要があることから、電話で事前にご予約をお願いします。（税務署への

連絡先は、上記コードから検索可能です。） 

（ご留意いただきたい点） 



【１枚目】



【２枚目】



【３枚目】

　過誤納確認を行う場合、
　従来は、過誤納の事実の確認後、申請書の３枚目に税務署長印の押印等して申請者に
に交付していましたが、令和５年７月以降、交付を行わないこととします。



【４枚目】


